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１． はじめに 

 新規石炭火力発電所の運転開始に伴い石炭灰の発生量が今後増大しつ

つある。現在、石炭灰の年間排出量は 840 万トン(2002 年度)となってお

り、その約 82%が有効利用されているが、その他は海域および陸域で埋

立て処分されている。しかし、大規模な処分場の確保が困難になってき

ていることや再資源化の観点から有効利用拡大が重要となっている。 

建設発生土を有効に再利用する観点から注目を集めている流動化処理

土 1)において石炭灰の有効利用を図れる可能性がある。これまで、カオ

リン粘土の泥水に一定量の固化材を混合し、高密度化を図るために豊浦

砂を加えた流動化処理土について研究を行ってきた。そこで、今回は泥

水密度 1.30kg/cm3、セメント添加量を泥水 1m3 当り 100kg とした流動

化処理土に石炭灰を添加したときのせん断特性を調べ、砂を加えた場合

との比較をするために三軸試験を行った。 

２． 試験方法 

カオリン粘土(ρ s=2.729g/cm3)に水道水を加えて攪拌し、密度ρ

f=1.30g/cm3の泥水を作成し、それに 1m3当り固化材(一般軟弱土用セメン

ト系)を 100kg 混合した試料Ａを本試験で用いた流動化処理土の基本配合

とした。さらに、試料Ａに 1m3当り石炭灰を 100kg 混合した試料と、200kg

料Ｃとした。また、試料Ａに p 値=1.0(p 値=泥水の重量/砂の室乾重量)となる

これらの流動性を調べるために一般的に使用されている日本道路公団規格によ

めに土木学会基準によるブリージング試験を行った。 

試験はまず高さ 10cm、直径 5cm の円柱状供試体を強度の変化を調べるため

った。その後、28 日養生した試料を図-1 に示す三軸試験機を用いて有効拘束

非排水条件で地震を想定した一定の応力振幅の繰り返し荷重を 11 波(振動数

返し載荷試験での応力比を R=σd/2σ´cで表す。ここに、σdは繰り返し応力

後に土が保持している静的せん断強度を調べるために、非排水条件のままで

2.0%/min)を行った。また、圧密終了時と繰り返し載荷試験終了時に微小歪

せん断剛性 G0を測定した。 

３．試験結果 

 表-1 には作成した試料の配合条件および物理特性を示した。フロー値に

砂の入っている試料Ｄに比べ大きな値を示すが、石炭灰の混合量が増えるに

泥水密度 セメント添加量 石炭灰添加量 処理土密度 フロー値 ブリージング

(g/cm3) (kg/m3) (kg/m3) (g/cm3) (mm) (%)

A ∞ 1.3 100 0 1.315 460 0.4

B ∞ 1.3 100 100 1.352 450 0.4

C ∞ 1.3 100 200 1.395 415 0.3

D 1.0 1.3 100 0 1.788 270 0.0
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図-1 三軸試験機詳細図
混合した試料を作成し、それぞれ試料Ｂ、試

ように豊浦砂を混合した試料Ｄも作成した。

るフロー試験を行い、材料分離性を調べるた

に、7 日おきに材齢 28 日目まで一軸試験を行

圧 98kPa、背圧 294kPa で等方圧密した後、

f=0.1Hz、正弦波、応力制御)載荷した。繰り

片振幅、σ´cは等方圧密応力である。その直

ひずみ制御により静的圧縮試験(ひずみ速度

み領域での繰り返し載荷を行うことにより、

関しては砂の入っていない試料Ａ、Ｂ、Ｃは

つれて低下していくことがわかる。これは、
表-1 配合条件および物理特性 
率 圧密降伏応力 圧密量(98kPa、等方圧密)

(kPa) (cm3)

3.66 94 4.1

3.07 164 1.2

2.61 254 0.4

1.04 216 1.0

間隙比
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石炭灰をでき上がり流動化処理土に外割で混合しているので石炭灰

の混合量が増えると密度が増すのでフロー値は低下傾向になると考

えられる。ブリージング率についてはρf=1.30kg/m
3の下では砂、石炭

灰の添加量に関わらず 4種類とも 1%以下と小さな値を示した。次に e

～logp’曲線より得られた圧密降伏応力については、石炭灰の混合量が

増加するにつれて大きな値となることがわかった。また圧密量につい

ては試験時の拘束圧 98kPa において試料Ｂ、Ｃ、Ｄは過圧密領域で、

正規圧密領域である試料Ａと比べて小さな値となった。 

 図-2は材齢と一軸強度の関係を示した図である。砂の入っていない

試料Ａ、Ｂ、Ｃは強度発現の過程が砂の入っている試料Ｄとは違い、

また強度発現には時間がかかり、材齢 28 日においても依然大幅な強

度増加が見られる。試料Ｂの材齢 98 日、試料Ｃの材齢 76 日について

も試験を行ったが、強度が安定する傾向はほとんど見られない。 

 図-3 は繰り返し応力比Ｒと繰り返し載荷後の静的強度の関係を示し

た図である。ここで図中の斜めの実線は繰り返し応力振幅と静的強度が

等しい条件を意味し、☆印は供試体が繰り返し載荷中に破壊した点、ま

た破線は各供試体の強度の平均を示す。石炭灰の混合量が増えるにした

がって静的強度は増加し、砂の入っている試料Ｄと同程度になっている。

また、いずれの試料においてもばらつきはあるものの繰り返し応力比Ｒ

の増加によって静的強度が低下する傾向は見られない。この傾向は石炭

灰が入っても変わらない。 

0

100

200

300

400

500

600

0 20 40 60 80 100

試料Ａ 砂なし 石炭灰添加量0kg/m3

試料Ｂ 砂なし 石炭灰添加量100kg/m3

試料Ｃ 砂なし 石炭灰添加量200kg/m3

試料Ｄ 砂あり 石炭灰添加量0kg/m 3
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図-2 材齢と一軸強度の関係 
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図-3 繰り返し応力比と静的強度の関係 
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図-4 繰り返し応力比と微小ひずみせん断剛性の

関係 

 図-4 は繰り返し応力比Ｒと微小ひずみせん断剛性 G0の関係を示し

た図である。せん断剛性については上部載荷盤につけたギャップセン

サーによって測定を行っているために供試体と載荷盤の不陸による

なじみの影響を受けるため、縦軸は G0 を同一試料の繰り返し載荷以

前の G0*により基準化して表している。いずれの試料においてもばら

つきはあるものの繰り返し応力比の増加に伴い、微小ひずみせん断剛

性は低下傾向にあることがわかる。しかし、石炭灰を混合しない場合

に比べれば、低下割合はわずかであることがわかる。 

４．まとめ 

・砂の有無で材齢 28 日までの一軸強度の発現過程は異なり、石炭灰

の入っている試料では材齢 76 日、98 日でも一軸強度は増加傾向に

ある。 

・石炭灰を混合した試料Ｃの材齢 28 日の一軸強度は、砂を p=1.0 で

混合した試料Ｄより大きくなったが、フロー値は石炭灰を混合した

試料Ｃのほうが非常に大きな値を示した。 

・石炭灰を混合しても静的強度は繰り返し荷重によって強度低下を起こさず、せん断剛性 G0 の低下割合を小さくするこ

とができる。 

・よって流動化処理土に石炭灰を混合する場合、材齢による強度発現に注意すれば、流動化処理土に混合する砂の量を減

らすことが可能であると考えられる。 
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